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平 成 ２ ５ 年 (2013 年 )８ 月 ２ ９ 日 

子ども・子育て支援審議会準備会資料 

こ ど も 部 子 育 て 支 援 室 

 

 

   子ども・子育て支援法（抄） 

                 （平成二十四年八月二十二日法律第六十五号） 

 

第七章 子ども・子育て会議等 

（設置） 

第七十七条 市町村は、条例で定めるところにより、次に掲げる事務を処理するため、

審議会その他の合議制の機関を置くよう努めるものとする。 

一 特定教育・保育施設の利用定員の設定に関し、第三十一条第二項に規定する事

項を処理すること。 

二 特定地域型保育事業の利用定員の設定に関し、第四十三条第三項に規定する事

項を処理すること。 

三 市町村子ども・子育て支援事業計画に関し、第六十一条第七項に規定する事項

を処理すること。 

四 当該市町村における子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推

進に関し必要な事項及び当該施策の実施状況を調査審議すること。 

２ 前項の合議制の機関は、同項各号に掲げる事務を処理するに当たっては、地域の

子ども及び子育て家庭の実情を十分に踏まえなければならない。 

３ 前二項に定めるもののほか、第一項の合議制の機関の組織及び運営に関し必要な

事項は、市町村の条例で定める。 

 

参考資料 
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平成25年3月29日条例第21号 

 

吹田市子ども・子育て支援審議会条例 

 

（設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第７７条第１項の規定に

基づき、本市に、市長の附属機関として、吹田市子ども・子育て支援審議会（以下

「審議会」という。）を置く。 

（組織） 

第２条 審議会は、委員１５人以内で組織する。 

２ 委員は、学識経験者、医療関係者、社会福祉関係者、教育関係者、保育関係者、

事業者、子育て支援に関する活動を行う市民団体の代表者及び市民のうちから市長

が委嘱する。 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

４ 補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（臨時委員） 

第３条 特別の事項を調査審議するため市長が必要があると認めるときは、審議会に

臨時委員若干人を置くことができる。 

２ 臨時委員は、審議会が調査審議する事項のうち、市長が必要と認める特別の事項

についてのみ議事に参与する。 

３ 臨時委員は、市長が委嘱し、当該特別の事項に関する調査審議が終了したときに

解嘱するものとする。 

（会長） 

第４条 審議会に会長を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

３ 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、あらかじめその指名する委員が

その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 審議会の会議は、会長が招集し、会長がその議長となる。 

２ 審議会は、委員及び議事に参与する臨時委員（以下「委員等」という。）の半数

以上の出席がなければ、会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席した委員等の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。 

（委任） 

第６条 この条例に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、

規則で定める。 

 

附 則 

この条例は、平成２５年６月１日から施行する。 
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平成25年3月29日規則第41号 

 

吹田市子ども・子育て支援審議会規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、吹田市子ども・子育て支援審議会条例（平成２５年吹田市条例

第２１号。以下「条例」という。）第６条の規定に基づき、吹田市子ども・子育て

支援審議会（以下「審議会」という。）の組織、運営その他必要な事項を定めるも

のとする。 

（委員の委嘱） 

第２条 委員は、次に掲げる者について市長が委嘱する。 

⑴ 学識経験者 ２人以内 

⑵ 医療関係者 １人以内 

⑶ 社会福祉関係者 １人以内 

⑷ 教育関係者及び保育関係者 ７人以内 

⑸ 事業者 １人以内 

⑹ 子育て支援に関する活動を行う市民団体の代表者 １人以内 

⑺ 市民 ２人以内 

（部会） 

第３条 審議会に、必要に応じ部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員及び臨時委員（以下「委員等」という。）は、会長が指名す

る。 

３ 部会に部会長を置き、当該部会に属する委員の互選により定める。 

４ 部会長は、当該部会の会務を掌理し、当該部会における調査審議の状況及び結果

を審議会に報告する。 

５ 部会の運営については、条例第４条第３項及び第５条の規定を準用する。 

（意見の聴取等） 

第４条 審議会及び部会は、必要に応じ、委員等以外の者に会議への出席を求めてそ

の意見若しくは説明を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

（庶務） 

第５条 審議会の庶務は、こども部子育て支援室において処理する。 

（委任） 

第６条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、審議会の

意見を聴いて会長が定める。 

 

附 則 

 この規則は、平成２５年６月１日から施行する。 
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平成14年3月29日条例第10号 

 

吹田市情報公開条例（抄） 

 

（公文書の公開義務） 

第７条 実施機関は、公開請求があったときは、公開請求に係る公文書に次の各号に

掲げる情報のいずれかが記録されている場合を除き、公開請求者に対し、当該公文

書を公開しなければならない。 

⑴ 個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であっ

て、特定の個人が識別され、又は識別され得るもののうち、一般に他人に知られ

たくないと望むことが正当であると認められるもの。ただし、次に掲げる情報を

除く。 

ア 法令若しくは条例（以下「法令等」という。）の規定により又は慣行として

公にされ、又は公にすることが予定されている情報 

イ 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要である

と認められる情報 

ウ 当該個人が公務員等（国家公務員法（昭和22年法律第120号）第２条第１項

に規定する国家公務員（独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第２条

第２項に規定する特定独立行政法人の役員及び職員を除く。）、独立行政法人

等（独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成13年法律第140

号）第２条第１項に規定する独立行政法人等をいう。以下同じ。）の役員及び

職員、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第２条に規定する地方公務員並

びに地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第２条

第１項に規定する地方独立行政法人をいう。以下同じ。）の役員及び職員をい

う。）である場合において、当該情報がその職務の遂行に係る情報であるとき

は、当該情報のうち、当該公務員等の職及び氏名並びに当該職務遂行の内容に

係る部分 

⑵ 法人その他の団体（国、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人
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並びにその他の公共団体を除く。以下この号において「法人等」という。）に関

する情報又は事業を営む個人の当該事業に関する情報であって、公開することに

より、当該法人等又は当該個人の事業活動に明らかに不利益を与えると認められ

るもの。ただし、次に掲げる情報を除く。 

ア 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要である

と認められる情報 

イ 市民生活に影響を及ぼす違法又は著しく不当な事業活動に関する情報 

⑶ 市の機関内部若しくは機関相互又は市の機関と国等（国、独立行政法人等、他

の地方公共団体又は地方独立行政法人をいう。次号において同じ。）の機関若し

くはその他の公共団体の機関との間における審議、検討又は協議に関する情報で

あって、公開することにより、率直な意見の交換若しくは公正かつ適切な意思決

定に著しい支障を及ぼすおそれ、不当に市民の間に混乱を生じさせるおそれ又は

特定のものに不当に利益を与え若しくは不利益を及ぼすおそれがあると認められ

るもの 

⑷ 市の機関、国等の機関若しくはその他の公共団体の機関が行う次に掲げる事務

若しくは事業に関する情報であって、その性質上公開することにより、当該若し

くは同種の事務若しくは事業を実施する目的が達成できなくなり、又は当該若し

くは同種の事務若しくは事業の公正かつ適切な執行に著しい支障を及ぼすおそれ

があると認められるもの 

ア 監査、検査、取締り、試験、契約、交渉、争訟、調査研究、人事管理等に係

る事務 

イ 市又は国若しくは他の地方公共団体が経営する企業に係る事業 

ウ 独立行政法人等又は地方独立行政法人に係る事業（企業経営に係るものに限

る。） 

⑸ 法令等の規定により、明らかに公開することができないとされている情報 

 


